
1/14 

○和水町企業振興補助金交付要綱 

平成29年3月30日 

告示第20号 

(趣旨) 

第1条 この要綱は、本町に立地を図る企業に対して助成措置を行い、本町経済の発展、産

業の振興及び雇用機会の拡大を図るため、その企業に対して、予算の範囲内において補助

金を交付するものとし、その交付については、和水町補助金等交付規則(平成18年和水町

規則第36号。以下「規則」という。)に定めるもののほか、この要綱に定めるところによ

る。 

(定義) 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 工場等とは、次に掲げる施設又は設備(以下「施設等」という。)をいう。 

ア 統計法(平成19年法律第53号)第2条第9項に規定する統計基準である日本標準産業

分類に掲げる製造業、道路貨物運送業、倉庫業及びこん包業又は情報サービス業の用

に供する施設等 

イ 総合保養地域整備法(昭和62年法律第71号)第2条第1項第1号及び第2号に掲げる施

設等のうち町長が適当と認めるもの 

ウ 町長が産業の振興のために適当と認める施設等 

(2) 事業者とは、町内に工場等を新設し、又は増設する者をいう。 

(3) 新設とは、町内に工場等を有しない者が新たに町内に工場等を設置することをいう。 

(4) 増設とは、町内に工場等を有する者が新たに町内に工場等を設置し、又は移転し、

若しくは現有の生産能力などを増大させるために工場等を拡張することをいう。 

(5) 投下固定資産額とは、新設し、又は増設をする工場等が事業開始の日までに取得し

た固定資産(地方税法(昭和25年法律第226号)第341条第3号及び第4号に規定するもの

をいう。)のうち、直接当該工場等の事業の用に供するものの取得価格(消費税を除く。)

の合計額をいう。 

(6) 新規雇用者とは、新設し、又は増設した工場等の操業に伴い(操業開始から1箇月以

内)、当該工場等に新たに1年以上引き続いて常時雇用される者で、雇用保険法(昭和49

年法律第116号)第4条第1項に規定する被保険者をいう。 

(7) 公害とは、事業活動その他人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、
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水質汚濁(水質以外の水の状態又は水底の低質が悪化することを含む。)、土壌の汚染、

騒音、振動、地盤の沈下及び悪臭によって人の健康又は生活環境に係る被害が生ずるこ

とをいう。 

(補助の対象) 

第3条 補助の対象となる事業者は、次に掲げる要件の全てに該当しなければならない。 

(1) 新設の場合 投下固定資産額が1億円以上(土地取得費を除く。)かつ新規雇用者が10

人以上の工場等であること。 

(2) 増設の場合 投下固定資産額が5,000万円以上(土地取得費を除く。)かつ新規雇用者

が5人以上の工場等であること。 

(3) 工場等の設置及び事業の実施にあたり、公害を発生するおそれのないもの又は公害

発生の防止に必要な措置を講じてあり、公害防止に関する法令その他関係法令に違反し

ないこと。 

(対象工場等及び指定の申請) 

第4条 町長は、新設され、又は増設された工場等が前条の規定に該当し、新設され、又は

増設される地域が適当と認めるときは、当該工場等をこの要綱を適用する工場等(以下「対

象工場等」という。)として指定する。 

2 前項の規定による対象工場等の指定を受けようとする事業者(以下「申請者」という。)

は、工場等の操業開始前30日までに対象工場等指定申請書(様式第1号)を町長に提出しな

ければならない。 

3 町長は、前項に規定する申請書を受理した場合において、第1項の規定による指定をし

たときは、当該申請者に対し、対象工場等指定書(様式第2号)を交付するものとする。 

(事業計画の変更) 

第5条 前条第3項の指定を受けた申請者は、当該工場等の設置の計画を変更しようとする

ときは、事業計画変更届(様式第3号)を町長に提出しなければならない。 

(事業開始の報告) 

第6条 対象工場等指定書の交付を受けた事業者(以下「指定事業者」という。)は、当該対

象事業所等の操業開始後30日以内に事業開始報告書(様式第4号)を町長に提出しなければ

ならない。 

(補助金の交付対象経費及び補助金額) 

第7条 町長は、指定事業者に対し、次に掲げる補助金を新設及び増設それぞれ1回限り交

付することができる。 
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(1) 用地取得補助金は、指定事業者が新たに取得した土地のうち、町長が対象工場等の

事業の用に供すると認める土地(取得後3年以内に建設工事に着手したもの。以下「事業

用地」という。)の取得価格に100分の10を乗じて得た額(千円未満は切り捨てる。)を指

定事業者に交付する。ただし、その額が5,000万円を超えるときは5,000万円を限度と

する。 

(2) 雇用促進補助金は、指定事業者が雇用した新規雇用者のうち、町内に住所を有する

者一人当りについて各年度10万円を乗じて得た額を3年を限度として交付する。ただし、

その額が各年度において当該指定事業者につき500万円を超えるときは500万円を限度

とする。 

(3) 設備投資補助金は、指定事業者が新たに投資した施設等(土地を除く。)のうち、町長

が対象工場等の事業の用に供すると認める施設等の固定資産に対して賦課される固定

資産税(土地を除く。)の算定基礎となる評価額に100分の10を乗じて得た額(千円未満は

切り捨てる。)を指定事業者に交付する。ただし、その額が1,000万円を超えるときは

1,000万円を限度とする。 

(補助金の交付申請) 

第8条 補助金の交付を受けようとする指定事業者は、規則第3条の規定により和水町企業

振興補助金交付申請書(様式第5号)を町長に提出するものとする。 

2 規則第3条第2項に規定する添付書類は、和水町企業振興補助金実績報告書(様式第6号)

とする。 

3 第1項に規定する申請書の提出期限は、当該対象工場等の操業開始後2年以内とする。た

だし、雇用促進補助金については、操業の日から1年を経過した日を基準として3箇月以

内とし、翌年以降の期限も同様とする。 

(補助金の交付決定及び額の確定) 

第9条 町長は、前条第1項に規定する申請書を受理したときは、当該申請に係る書類の検

査を行い、適当と認めるときは、補助金の交付の決定(以下「交付決定」という。)をし、

補助金額を確定するものとする。 

2 交付決定及び額の確定の通知は、和水町企業振興補助金の交付決定及び額の確定通知書

(様式第7号)により行うものとする。 

(補助金の請求等) 

第10条 規則第16条第1項の請求書は、和水町企業振興補助金交付請求書(様式第8号)によ

るものとする。 
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2 前項の規定により請求書の提出があった場合においては、補助金の交付の決定額を3年

以内の期間に分割して交付することができる。 

3 申請者が前項の規定により定められた期間内において、対象工場等を休止し、又は廃止

したときは、当該休止し、又は廃止した年度以後の補助金の交付を行わないことができる。 

(補助金の返還等) 

第11条 町長は、指定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を取り消

し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

(1) 工場等の指定の要件に該当しなくなったとき。 

(2) 工場等を事業のために使用せず、他の用途に供したとき。 

(3) 操業開始後3年以内に事業を休止し、又は廃止したとき。 

(4) 虚偽その他不正の行為により工場等の指定若しくは補助金の交付を受け、又は受け

ようとしたとき。 

(5) その他町長が必要と認めたとき。 

(財産処分の制限) 

第12条 規則第22条の規定による財産の処分を制限する期間は、次のとおりとする。 

財産名 財産の処分を制限する期間 

事業用地 土地売買契約後10年間 

(証拠書類の保管期間) 

第13条 証拠書類の保管期間は、10年とする。 

(補則) 

第14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成29年4月1日から施行する。 
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様式第1号(第4条関係) 

様式第2号(第4条関係) 

様式第3号(第5条関係) 

様式第4号(第6条関係) 

様式第5号(第8条関係) 

様式第6号(第8条関係) 

様式第7号(第9条関係) 

様式第8号(第10条関係) 

 


